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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電気－機械エネルギ変換素子と弾性体とを備えた振動体と、
　前記振動体と接触する被駆動体とを有し、
　前記振動体と前記被駆動体とを相対的に移動させる振動型アクチュエータの制御装置で
あって、
　前記振動体と前記被駆動体とを接触させる加圧方向への突き上げ振動と、前記加圧方向
と交差する方向への送り振動とを含む振動を前記振動体に発生させる駆動手段と、
　前記送り振動の前記突き上げ振動に対する振幅比を規定する第１の操作パラメータと、
前記送り振動と前記突き上げ振動のそれぞれの振幅を規定する第２の操作パラメータとを
用いて、前記振動体と前記被駆動体の相対的な位置または駆動速度をフィードバック制御
する制御手段と、を有し、
　前記制御手段は、前記第１の操作パラメータまたは前記第２の操作パラメータの制御量
を、前記振幅比が小さくなるにしたがって大きくなるように補正する補正手段を有するこ
とを特徴とする振動型アクチュエータの制御装置。
【請求項２】
　前記制御手段は、前記電気－機械エネルギ変換素子に印加される交流電圧の位相差、電
圧または周波数を操作し、
　前記位相差を前記第１の操作パラメータとし、前記電圧または前記周波数を前記第２の
操作パラメータとすることを特徴とする請求項１に記載の振動型アクチュエータの制御装
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置。
【請求項３】
　前記位相差の補正量Ｃｐは、前記位相差の制御量θと、前記送り振動の前記突き上げ振
動に対するアドミッタンス比ｋを用いて、式１により算出されることを特徴とする請求項
２に記載の振動型アクチュエータの制御装置。
【数１】

【請求項４】
　前記電圧の補正量Ｃｖは、前記位相差の制御量θと、電圧基準値Ｖｒｅｆと、前記送り
振動の前記突き上げ振動に対するアドミッタンス比ｋを用いて、式２により算出されるこ
とを特徴とする請求項２に記載の振動型アクチュエータの制御装置。

【数２】

【請求項５】
　前記周波数の補正量Ｃｆは、前記位相差の制御量θと、周波数の制御量Ｆ、前記送り振
動の前記突き上げ振動に対するアドミッタンス比ｋを用いて、式３により算出されること
を特徴とする請求項２に記載の振動型アクチュエータの制御装置。
【数３】

【請求項６】
　前記制御手段は、前記電気－機械エネルギ変換素子に印加される交流電圧の電圧比、周
波数または電圧を操作し、
　前記電圧比を前記第１の操作パラメータ、前記周波数または前記電圧を前記第２の操作
パラメータとすることを特徴とする請求項１に記載の振動型アクチュエータの制御装置。
【請求項７】
　前記電圧比の補正量Ｃｖｒは、前記電圧比の制御量Ｖｒと、前記送り振動の前記突き上
げ振動に対するアドミッタンス比ｋを用いて、式４により算出されることを特徴とする請
求項６に記載の振動型アクチュエータの制御装置。
【数４】

【請求項８】
　前記周波数の補正量Ｃｆは、前記電圧比の制御量Ｖｒと、前記周波数の制御量Ｆ、前記
送り振動の前記突き上げ振動に対するアドミッタンス比ｋを用いて、式５により算出され
ることを特徴とする請求項６に記載の振動型アクチュエータの制御装置。
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【数５】

【請求項９】
　前記振動体と前記被駆動体との相対位置を検出する位置検出手段を有し、
　前記制御手段は、前記位置検出手段が検出した前記相対位置を、前記振動型アクチュエ
ータを駆動するための制御量の算出にフィードバックすることを特徴とする請求項１乃至
８のいずれか１項に記載の振動型アクチュエータの制御装置。
【請求項１０】
　前記第１の操作パラメータの値が実質的にゼロの場合にフィードバック制御ゲインの値
がピークを有することを特徴とする請求項１乃至８のいずれか１項に記載の振動型アクチ
ュエータの制御装置。
【請求項１１】
　電気－機械エネルギ変換素子と弾性体とを備えた振動体と、前記振動体と接触する被駆
動体とを有する振動型アクチュエータの制御方法であって、
　前記振動体に第１の振動モードの振動と第２の振動モードの振動を発生させ、前記振動
体と前記被駆動体とを相対的に移動させる駆動ステップと、
　前記振動体と前記被駆動体との相対位置を検出する検出ステップと、
　前記相対位置に基づき、前記駆動ステップにおける前記振動体と前記被駆動体の相対的
な位置または駆動速度をフィードバック制御する制御ステップと、を有し、
　前記第１の振動モードの振動は、前記振動体と前記被駆動体とを接触させる加圧方向へ
の突き上げ振動であり、前記第２の振動モードの振動は、前記加圧方向と交差する方向へ
の送り振動であり、
　前記制御ステップでは、前記送り振動の前記突き上げ振動に対する振幅比を規定する第
１の操作パラメータまたは前記送り振動の前記突き上げ振動のそれぞれの振幅を規定する
第２の操作パラメータの制御量を、前記振幅比が小さくなるにしたがって大きくなるよう
に補正することを特徴とする振動型アクチュエータの制御方法。
【請求項１２】
　電気－機械エネルギ変換素子と弾性体とを備えた振動体と、前記振動体と接触する被駆
動体とを有する振動型アクチュエータと、
　前記振動型アクチュエータを制御する制御装置と、を備える駆動装置であって、
　前記制御装置は、
　前記振動体と前記被駆動体とを接触させる加圧方向への突き上げ振動と、前記加圧方向
と交差する方向への送り振動とを含む振動を前記振動体に発生させる駆動手段と、
　前記送り振動の前記突き上げ振動に対する振幅比を規定する第１の操作パラメータと、
前記送り振動と前記突き上げ振動のそれぞれの振幅を規定する第２の操作パラメータとを
用い、前記第１の操作パラメータまたは前記第２の操作パラメータの制御量を前記振幅比
が小さくなるにしたがって大きくなるように補正して、前記振動体と前記被駆動体の相対
的な位置または駆動速度をフィードバック制御する制御手段と、を有することを特徴とす
る駆動装置。
【請求項１３】
　レンズを備えるレンズ鏡筒と、
　前記レンズ鏡筒を通過した光を受光する撮像素子と、
　前記レンズを光軸方向に駆動する振動型アクチュエータと、
　前記振動型アクチュエータの駆動を制御する請求項１乃至１０のいずれか１項に記載の
制御装置と、を備えることを特徴とする撮像装置。
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【請求項１４】
　レンズを備えるレンズ鏡筒と、
　前記レンズ鏡筒を通過した光を受光する撮像素子と、
　前記レンズを前記レンズ鏡筒の光軸と直交する平面内で駆動することにより前記撮像素
子に結像する光学像の像ぶれを補正する振動型アクチュエータと、
　前記振動型アクチュエータの駆動を制御する請求項１乃至１０のいずれか１項に記載の
制御装置と、を備えることを特徴とする撮像装置。
【請求項１５】
　レンズ鏡筒と、
　前記レンズ鏡筒を通過した光を受光する撮像素子と、
　前記撮像素子を受光面と平行な方向に駆動することにより前記撮像素子に結像する光学
像の像ぶれを補正する振動型アクチュエータと、
　前記振動型アクチュエータの駆動を制御する請求項１乃至１０のいずれか１項に記載の
制御装置と、を備えることを特徴とする撮像装置。
【請求項１６】
　ステージと、
　前記ステージをその面内で移動させる振動型アクチュエータと、
　前記振動型アクチュエータの駆動を制御する請求項１乃至１０のいずれか１項に記載の
制御装置と、を備えることを特徴とするステージ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、振動型アクチュエータの制御装置と制御方法、駆動装置、撮像装置及び自動
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　振動体と被駆動体とを加圧接触させ、振動体に励起した振動により振動体と被駆動体と
を相対的に移動させる振動型アクチュエータが知られており、振動体と被駆動体との相対
的な移動を出力として取り出すことによって、駆動対象物を駆動することができる。振動
体は、弾性体に圧電素子等の電気－機械エネルギ変換素子が接合されてなり、振動体と被
駆動体の相対的な移動速度や移動量の制御は、電気－機械エネルギ変換素子に印加する交
流電圧の制御によって行うことができる。
【０００３】
　ここで、被駆動体（又は振動体）を微小距離だけ相対的に移動させる（以下「微小駆動
」という」ように振動型アクチュエータを駆動する場合に、被駆動体（又は振動体）の動
き出しが遅く、目標位置に到達するまでに長い時間を要してしまうことがある。その具体
例について、図１８を参照して説明する。
【０００４】
　図１８（ａ）は、被駆動体（又は振動体）の移動距離が２μｍとなるステップ信号を指
令値として、制御装置により位置フィードバック制御を行った場合の駆動プロフィールの
一例を模式的に示す図である。実線で示す指令値に対して、破線で示す実位置のように、
動き出しまでに時間を要していることがわかる。
【０００５】
　図１８（ｂ）は、振動型アクチュエータを駆動する操作量の経時変化を示す図である。
操作量は、指令値の立ち上がりから位置偏差の積分によって増加していく。しかし、振動
体に励起する振動を規定する操作量が小さい場合、通常のフィードバック制御ゲインでは
応答性が低下してしまう。そのため、ある程度の操作量に達しないと、被駆動体（又は振
動体）が動き出さないという問題が生じる。
【０００６】
　この問題に対して、振動体と被駆動体の相対的な移動速度の検出値に基づいてフィード
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バック制御ゲインを変化させるゲイン可変手段を備える制御装置が提案されている（特許
文献１参照）。また、低速駆動領域では速度指令に基づいて電気－機械エネルギ変換素子
に印加する交流電圧の可変制御を行う制御装置が提案されている（特許文献２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平１１－１８４５３号公報
【特許文献２】特開２０１２－２３５６５６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかし、振動型アクチュエータを駆動する際の被駆動体（又は振動体）に対する指令速
度や実速度に対して、被駆動体と振動体との摩擦摺動面に生じる振動体の振動の振幅や形
状（楕円運動の形状と大きさ）を規定する操作パラメータは非線形な領域を有している。
そのため、上記従来技術による振動型アクチュエータの制御装置のように、フィードバッ
ク制御ゲインや電気－機械エネルギ変換素子に印加する電圧を変えるだけでは、微小駆動
に対して十分な応答性を得ることができない。
【０００９】
　本発明は、振動型アクチュエータの微小駆動における応答性を向上させることができる
制御装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明に係る振動型アクチュエータの制御装置は、電気－機械エネルギ変換素子と弾性
体とを備えた振動体と、前記振動体と接触する被駆動体とを有し、前記振動体と前記被駆
動体とを相対的に移動させる振動型アクチュエータの制御装置であって、前記振動体と前
記被駆動体とを接触させる加圧方向への突き上げ振動と、前記加圧方向と交差する方向へ
の送り振動とを含む振動を前記振動体に発生させる駆動手段と、前記送り振動の前記突き
上げ振動に対する振幅比を規定する第１の操作パラメータと、前記送り振動と前記突き上
げ振動のそれぞれの振幅を規定する第２の操作パラメータとを用いて、前記振動体と前記
被駆動体の相対的な位置または駆動速度をフィードバック制御する制御手段と、を有し、
前記制御手段は、前記第１の操作パラメータまたは前記第２の操作パラメータの制御量を
、前記振幅比が小さくなるにしたがって大きくなるように補正する補正手段を有すること
を特徴とする。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、振動型アクチュエータの微小駆動における応答性を向上させることが
できる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明に係る制御装置による駆動制御の対象となる振動型アクチュエータの概略
構成、圧電素子の電極パターンと分極領域及び振動体に励起される振動モードを説明する
図である。
【図２】本発明の第１実施形態に係る振動型アクチュエータの駆動装置の概略構成を示す
ブロック図である。
【図３】位相差の制御量に対する突き上げ振動と送り振動の振幅比と、応答速度の開ルー
プゲインを説明する図である。
【図４】図２の駆動装置を構成する制御量補正部で用いる補正係数及び位相差の補正量と
位相差の制御量との関係を示す図である。
【図５】図２の駆動装置を構成する位相差－周波数判定部からの出力を説明する図と、被
駆動体の駆動速度と制御量との関係を説明する図である。
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【図６】図２の駆動装置を構成する駆動部の概略構成を示すブロック図と、駆動部の交流
信号生成部から出力される交流信号を説明する図である。
【図７】図２の駆動装置での振動型アクチュエータの第１の制御結果を従来例と比較して
示す図である。
【図８】図２の駆動装置での振動型アクチュエータの第２の制御結果を従来例と比較して
示す図である。
【図９】図２の駆動装置を構成する制御量補正部で用いられる補正係数の例を示す図であ
る。
【図１０】本発明の第２実施形態に係る振動型アクチュエータの駆動装置の概略構成を示
すブロック図である。
【図１１】図１０の駆動装置での振動型アクチュエータの制御の条件及び結果を示す図で
ある。
【図１２】本発明の第３実施形態に係る振動型アクチュエータの駆動装置の概略構成を示
すブロック図である。
【図１３】図１２の駆動装置を構成する周波数補正部で用いる周波数の補正量と周波数補
正部からの出力を説明する図である。
【図１４】振動型アクチュエータに用いられる別の圧電素子の電極パターンと分極領域及
び各電極に印加する交流電圧を説明する図である。
【図１５】図１の振動型アクチュエータを応用したレンズ駆動機構の概略構成を示す斜視
図である。
【図１６】図１の振動型アクチュエータを応用した像ぶれ補正装置を備える撮像装置の外
観を示す平面図及び内部の概略構造を示す図である。
【図１７】図２の駆動装置を用いた顕微鏡の外観斜視図である。
【図１８】従来の駆動装置により振動型アクチュエータの微小駆動を位置フィードバック
制御によって行った場合の駆動プロフィールの一例を模式的に示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明の実施形態について、添付図面を参照して詳細に説明する。
【００１４】
　図１（ａ）は、本発明に係る制御装置による駆動制御の対象となる振動型アクチュエー
タの一例であるリニア駆動型の振動型アクチュエータ１０の概略構成を示す斜視図である
。図１（ｂ）は、振動型アクチュエータ１０を構成する圧電素子１４に形成された電極パ
ターンと分極領域を説明する図である。図１（ｃ）は、振動型アクチュエータ１０を構成
する振動体１５に励起される第１の振動モードを模式的に説明する図である。図１（ｄ）
は、振動型アクチュエータ１０を構成する振動体１５に励起される第２の振動モードを模
式的に説明する図である。
【００１５】
　振動型アクチュエータ１０は、振動体１５と、被駆動体１１とを有する。振動体１５は
、弾性体１３と、２つの突起部１２と、圧電素子１４とを有する。説明の便宜上、ここで
は、振動体１５は不図示の固定手段に固定されており、被駆動体１１が振動体１５に対し
て相対的に移動されるものとする。
【００１６】
　弾性体１３は、例えば、ステンレス材からなる薄板状の部材である。突起部１２は、ス
テンレス材等からなり、弾性体１３の一方の面に弾性体１３と一体的に形成され、又は、
溶接等により接合されている。電気－機械エネルギ変換素子である圧電素子１４は、弾性
体１３において突起部１２が設けられている面の反対側の面に、接着剤等により接合され
ている。振動体１５と被駆動体１１とは、突起部１２の上面において、不図示の加圧手段
によって突起部１２の突出方向（図１（ｃ）に示すＺ方向）を加圧方向として、加圧接触
している。
【００１７】
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　圧電素子１４に、２相の交流電圧を印加することにより、振動体１５に第１の振動モー
ド及び第２の振動モードの振動を発生させる。これにより、突起部１２と加圧接触する被
駆動体１１を、２つの突起部１２を結ぶ方向（矢印で示す駆動方向であるＸ方向）に移動
させる。
【００１８】
　圧電素子１４には、２つの突起部１２を結ぶ方向Ｘ方向に２等分された電極領域が形成
されており、各電極領域における分極方向は、同一方向（＋）となっている。圧電素子１
４の２つの電極領域のうち、図１（ｂ）の右側の電極領域には交流電圧ＶＢが印加され、
左側の電極領域には交流電圧ＶＡが印加される。
【００１９】
　交流電圧ＶＢ，ＶＡを、第１の振動モードの共振周波数付近の周波数で、且つ、同位相
とすると、圧電素子１４全体がある瞬間には伸び、また別の瞬間には縮む。この結果、振
動体１５に第１の振動モードの振動が発生する。第１の振動モードは、２つの突起部１２
を結ぶ方向（Ｘ方向）と略平行に２本の節線が生じる振動モードである。突起部１２は、
この振動の腹となる位置の近傍に設けられており、突起部１２の突出方向であるＺ方向に
振動（変位）する。以下、第１の振動モードの振動を「突き上げ振動」と称呼する。
【００２０】
　交流電圧ＶＢ，ＶＡを第２の振動モードの共振周波数付近の周波数で、且つ、位相が１
８０°ずれた交流電圧とすると、ある瞬間には圧電素子１４の右側の電極領域が縮むと同
時に左側の電極領域が伸び、別の瞬間には逆の関係となる。この結果、振動体１５には第
２の振動モードの振動が発生する。第２の振動モードは、Ｘ方向及びＺ方向と直交するＹ
方向と略平行に３本の節線が生じる振動モードである。突起部１２は、この振動の節とな
る位置の近傍に設けられており、Ｘ方向に変位する。以下、第２の振動モードの振動を「
送り振動」と称呼する。
【００２１】
　したがって、第１振動モードと第２の振動モードの各共振周波数に近い周波数の交流電
圧を圧電素子１４の電極に印加することにより、突き上げ振動と送り振動とが合成された
振動を励起することができる。突き上げ振動と送り振動とが合成されることにより、突起
部１２は、Ｚ－Ｘ面内で楕円運動を行い、この楕円運動によって、被駆動体１１が振動体
１５に対してＸ方向に相対移動する。交流電圧ＶＢ，ＶＡの位相差を変えることによって
、突き上げ振動と送り振動の振幅比を変えることができ、これにより、被駆動体１１の駆
動速度を調整することができる。
【００２２】
　＜第１実施形態＞
　図２は、本発明の第１実施形態に係る駆動装置１５０の概略構成を示すブロック図であ
る。駆動装置１５０は、振動型アクチュエータ１０、制御装置１２０及び位置検出部１４
０を有する。制御装置１２０は、制御部１００及び駆動部１１０を有する。
【００２３】
　なお、以下の説明でも、便宜上、振動型アクチュエータ１０は、振動体１５が不図示の
固定手段に固定され、被駆動体１１が振動体１５に対して移動する構成となっているもの
とする。また、本実施形態において、振動型アクチュエータ１０を駆動するとは、被駆動
体１１と振動体１５との相対的な位置を変化させることを指す。
【００２４】
　位置検出部１４０は、振動型アクチュエータ１０に設けられたリニアエンコーダ等の位
置センサからの出力信号に基づき、振動体１５と被駆動体１１との相対位置を検出する。
位置検出部１４０から出力される位置信号である相対位置１４１は、制御部１００が備え
る減算器１０８へ入力される。これにより、相対位置１４１は、制御量演算部１０２にフ
ィードバックされ、振動型アクチュエータ１０は、指令値生成部１０１から出力される振
動体１５と被駆動体１１との相対位置の時間毎の指令値に追従するようにフィードバック
制御される。なお、相対位置１４１は、被駆動体１１の駆動速度を検出し、検出した駆動
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速度から求めることもできる。
【００２５】
　振動型アクチュエータ１０の駆動を制御する制御装置１２０は、振動体１５の駆動を制
御するための情報を有する信号を生成することができるように構成されている。制御部１
００は、指令値生成部１０１、制御量演算部１０２、減算器１０８、位相差－周波数制御
部１３０及び電圧調整部１０７を有する。位相差－周波数制御部１３０は、位相差変換部
１０３、周波数変換部１０４、制御量補正部１０５及び位相差－周波数判定部１０６を有
し、突き上げ振動と送り振動の振幅又は振幅比を操作する。駆動部１１０は、交流信号生
成部１１１及び昇圧回路１１２を有する。
【００２６】
　指令値生成部１０１は、振動体１５と被駆動体１１との相対位置の制御サンプリング毎
（時間毎）に、例えば、１つの指令値を生成し、出力する。制御サンプリングとは、後述
する偏差１４２の取得から振動体１５への交流電圧の印加、被駆動体１１の駆動速度や振
動体１５に対する位置の検出を経て、偏差１４２の取得が始まる直前までの１サイクルを
指す。そして、この１サイクルで、振動体１５と被駆動体１１の相対位置（又は被駆動体
１１の駆動速度）がフィードバック制御される。
【００２７】
　減算器１０８は、位置検出部１４０で検出された振動体１５と被駆動体１１との相対位
置１４１と指令値との差分を偏差１４２として演算し、算出した偏差１４２を制御量演算
部１０２へ出力する。制御量演算部１０２は、偏差１４２を用いて制御量１４３を演算し
、算出した制御量１４３を位相差変換部１０３と周波数変換部１０４へ出力する。なお、
制御量演算部１０２は、例えば、ＰＩＤ補償器等を用いて制御量１４３を演算する。ＰＩ
Ｄ補償器とは、比例（Ｐ）、積分（Ｉ）、微分（Ｄ）の各機能を有する補償器の出力を加
算したものであり、制御対象の位相遅れやゲインを補償して、安定した、且つ、高精度な
制御系を構築するために一般的に用いられる。
【００２８】
　位相差変換部１０３と周波数変換部１０４はそれぞれ、制御量１４３を、振動型アクチ
ュエータ１０を駆動するための交流信号の操作パラメータである位相差（第１の操作パラ
メータ）と周波数（第２の操作パラメータ）の各制御量に変換する。位相差変換部１０３
は、生成した位相差の制御量θを制御量補正部１０５へ出力する。また、周波数変換部１
０４は、生成した周波数の制御量を位相差－周波数判定部１０６へ出力する。
【００２９】
　制御量補正部１０５は、位相差変換部１０３からの入力である位相差の制御量θに基づ
いて位相差の補正量Ｃｐを求め、位相差の補正量Ｃｐを位相差－周波数判定部１０６へ出
力する。なお、位相差の補正量Ｃｐの具体的な求め方については、図４を参照して後述す
る。
【００３０】
　位相差－周波数判定部１０６は、入力された周波数の制御量と位相差の補正量Ｃｐとに
基づき、被駆動体１１の駆動速度と駆動方向を制御するための周波数と位相差の各制御量
を生成し、駆動部１１０の交流信号生成部１１１へ出力する。なお、位相差－周波数判定
部１０６からの出力については、図５等を参照して後述する。
【００３１】
　交流信号生成部１１１は、位相差－周波数判定部１０６から入力された位相差及び周波
数の各制御量と、電圧調整部１０７から入力されたパルス幅情報とに基づいて、２相の交
流信号を生成し、昇圧回路１１２へ出力する。昇圧回路１１２は、入力された交流信号を
所望の電圧値に昇圧して交流電圧（駆動信号）を生成し、生成した交流電圧を振動体１５
の圧電素子１４に印加する。これにより、振動体１５と被駆動体１１とが相対移動する。
なお、本実施形態において、「交流信号」とは、昇圧回路１１２による昇圧前の信号を指
すものとする。
【００３２】
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　上述した制御部１００は、例えばＣＰＵやＰＬＤ（ＡＳＩＣを含む）等のデジタルデバ
イスと、Ａ／Ｄ変換器等の素子から構成される。また、駆動部１１０の交流信号生成部１
１１は、例えば、ＣＰＵや関数発生器とスイッチング回路を有し、昇圧回路１１２は、例
えばコイルやトランスから構成される。制御部１００と駆動部１１０は、１つの素子や回
路から構成されるだけではなく、複数の素子や回路から構成されていてもよい。また、各
処理をいずれの素子や回路が実行してもよい。
【００３３】
　次に、制御部１００での各種の演算処理について説明する。図３（ａ）は、突き上げ振
動の振幅、送り振動の振幅、及び、突き上げ振動と送り振動の振幅比と、位相差の制御量
θとの関係を示す図である。位相差の制御量θを変えることにより、突起部１２に生じる
楕円運動の楕円比が変化し、符号が反転することで楕円運動の方向が変化する。また、楕
円比がゼロとなる縦長形状では、被駆動体１１と振動体１５との相対位置は変化せず、実
質的に停止状態となる。位相差の制御量θに基づく突き上げ振動の振動振幅Ａｚと、送り
振動の振動振幅Ａｘの変化は、下記［式１］及び下記［式２］によって計算される。
【００３４】
　計算によれば、位相差の制御量θが±９０度のときに２つの振動振幅Ａｚ，Ａｘは同じ
となり、位相差の制御量θが０度のときに突き上げ振動のみとなる。位相差の制御量θの
制御範囲は、例えば、－９０度から＋９０度の範囲とされるが、これに限らず、－６０度
から＋６０度の範囲、或いは、－１２０度から＋１２０度の範囲としてもよい。
【００３５】
　突起部１２に生じる楕円運動の楕円比は、送り振動の突き上げ振動に対する振幅比によ
って変化し、この振幅比は、下記［式３］によって計算され、図３（ａ）に示されるよう
な非線形特性を示す。なお、下記［式３］で用いられている“ｋ”は、送り振動の突き上
げ振動に対するアドミッタンス比（図３（ｃ）に示すアドミッタンスピークの比）であり
、応答速度の変化に対する敏感度に相当する。例えば、アドミッタンス比が小さくなると
敏感度は低下し、位相差の制御量θに対する開ループゲインの変化は小さくなる。
【００３６】
【数１】

【００３７】
　図３（ｂ）は、位相差の制御量θに基づく応答速度の開ループゲインを実際に測定した
結果を、送り振動の突き上げ振動に対する振幅比の計算値と比較して示している。また、
図３（ｃ）は、振動体１５のアドミッタンス特性を測定した結果を示している。開ループ
ゲインの測定値は、送り振動の突き上げ振動に対する振幅比の計算値とほぼ一致している
ことがわかる。ここで、送り振動の突き上げ振動に対する振幅比の計算値は、アドミッタ
ンス比ｋを、図３（ｃ）のピーク比に基づき、０．５として計算している。
【００３８】
　位相差の制御量θが小さくなるにしたがって送り振動の突き上げ振動に対する振幅比は
非線形に低下していき、これに伴って応答速度の開ループゲインも低下していく。その結
果、微小駆動（振動体１５と被駆動体１１とを微小距離だけ相対移動させる駆動）を行っ
た際の振動型アクチュエータ１０の応答性は低下してしまう。したがって、送り振動の突
き上げ振動に対する振幅比を規定する位相差の制御量θの絶対値が小さくなるにしたがっ



(10) JP 6579893 B2 2019.9.25

10

20

30

40

50

て、位相差の操作量が大きくなるように補正する必要がある。
【００３９】
　図４（ａ）は、制御量補正部１０５で用いる補正係数と位相差の制御量θとの関係を示
す図である。破線で示す従来例では、位相差の制御量θに対する補正係数は常に“１”で
あり、位相差の制御量θは補正されることはない。これに対して、制御量補正部１０５に
よる実線で示す実施例（本発明例）では、位相差の制御量θの小さい領域において位相差
の制御量θが大きくなるように、下記［式４］で示される補正係数が乗算される。この補
正係数は、送り振動の突き上げ振動に対する振幅比の逆数に相当する。
【００４０】
　図４（ｂ）は、位相差の制御量θと位相差の補正量Ｃｐとの関係を示す図である。位相
差の補正量Ｃｐは、下記［式５］で示されるように、位相差の制御量θに補正係数を乗算
することにより得られる。制御量補正部１０５では、位相差の補正量Ｃｐは、下記［式５
］を用いて計算により求めてもよいし、事前に準備されたルックアップテーブル等を用い
て求めるようにしてもよい。
【００４１】
【数２】

【００４２】
　図５は、位相差－周波数判定部１０６からの出力を説明する図である。具体的には、図
５（ａ）は、制御量１４３に基づく位相差と周波数のそれぞれの出力を示している。位相
差－周波数判定部１０６は、制御量１４３の絶対値が小さい領域を位相差制御領域として
、位相差を変化させる。また、位相差－周波数判定部１０６は、制御量１４３の絶対値が
大きい領域を周波数制御領域として、周波数を変化させる。このように、位相差－周波数
判定部１０６は、制御量１４３に応じて、位相差による制御と周波数による制御とを切り
換える。
【００４３】
　位相差制御領域では、周波数は周波数上限値に固定され、位相差を位相差上限値から位
相差下限値の間（例えば、＋９０度～－９０度の間）で変化させることにより、被駆動体
１１の駆動方向の反転や停止、低速領域での駆動速度が制御される。その際、制御量補正
部１０５からは、位相差の補正量Ｃｐが、破線で示すように、制御量１４３の絶対値が小
さい領域で大きくなるように出力される。一方、周波数制御領域では、位相差は位相差下
限値又は位相差上限値に固定され、周波数上限値から周波数下限値の間（例えば、９２ｋ
Ｈｚ～８９ｋＨｚの間）で周波数を変化させることにより、被駆動体１１の高速領域での
駆動速度が制御される。
【００４４】
　図５（ｂ）は、被駆動体１１の駆動速度（振動体１５と被駆動体１１の相対速度）と制
御量１４３との関係を説明する図である。例えば、－５０～＋５０ｍｍ／ｓ（ｓ：秒）の
低速領域では位相差制御が行われ、それ以外の高速領域では周波数制御が行われる。位相
差制御では、位相差が制御されることによって突起部１２に生じる楕円運動の楕円比が変
化し、位相差の符号が反転することで楕円運動の方向が反転する。そして、制御量１４３
がゼロ（０）のときに、楕円比はゼロとなる縦長形状となり、被駆動体１１の駆動速度は
ゼロとなる。一方、周波数制御では、周波数が制御されることによって楕円運動の楕円比
は一定のまま振幅（楕円振動の大きさ）が変化する。位相差－周波数判定部１０６は、制
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御量１４３に対して被駆動体１１の駆動速度ができる限り線形で変化するように、位相差
と周波数を設定する。
【００４５】
　図６（ａ）は、駆動部１１０の概略構成を示すブロック図である。図６（ｂ）は、駆動
部１１０の交流信号生成部１１１から出力される交流信号を説明する図である。交流信号
生成部１１１は、パルス信号生成部６０４、スイッチング回路６０５を有し、Ａ相とＢ相
の２相の交流パルス信号を生成する。Ａ相の交流パルス信号は、圧電素子１４に印加する
交流電圧ＶＡの昇圧前の交流信号に相当し、Ｂ相の交流パルス信号は、圧電素子１４に印
加する交流電圧ＶＢの昇圧前の交流信号に相当する。Ａ相の交流パルス信号を生成する部
分の構成と、Ｂ相の交流パルス信号を生成する部分の構成は同じであるため、ここでは、
Ａ相の交流パルス信号を生成する部分の構成について説明し、Ｂ相側の説明を省略する。
【００４６】
　パルス信号生成部６０４は、位相差－周波数判定部１０６から出力された位相差と周波
数の制御量に基づき、位相差情報と周波数情報とを有するＡ相パルス信号とＡ相反転パル
ス信号を生成する。Ａ相パルス信号とＡ相反転パルス信号は共に、スイッチング回路６０
５に入力される。スイッチング回路６０５は、電源６０１を有し、電源６０１から供給さ
れる直流電圧を入力パルス信号のタイミングでスイッチング動作させ、矩形波の交流信号
を生成する。
【００４７】
　昇圧回路１１２は、コイル６０２と、トランス６０３とを有する。昇圧回路１１２は、
スイッチング回路６０５から入力された矩形波の交流信号を所定の電圧値に昇圧された正
弦波の交流電圧ＶＡへ変換し、圧電素子１４に印加する。同様にして、所定の電圧値に昇
圧された正弦波の交流電圧ＶＢが圧電素子１４に印加される。
【００４８】
　図７は、駆動装置１５０での振動型アクチュエータ１０の第１の制御結果を従来例と比
較して示す図であり、図７（ａ）は従来例を、図７（ｂ）は実施例（本発明例）をそれぞ
れ示している。ここでは、被駆動体１１の位置を振動体１５に対して２μｍ移動させるス
テップ信号（指令値）に追従するように、位置フィードバック制御を行っている。なお、
従来例は、制御量補正部１０５を有さない制御装置による制御結果である。
【００４９】
　実位置が指令値に達するまでの時間は、図７（ａ）に示されるように、従来例では３６
ｍｓ（ミリ秒）を要している。これに対して、図７（ｂ）に示されるように、実施例では
８ｍｓに短縮されている。このことから、駆動装置１５０による振動型アクチュエータ１
０の駆動制御では、従来と比較して、微小駆動に対する応答性を大幅に改善することがで
きることがわかる。
【００５０】
　図８は、駆動装置１５０での振動型アクチュエータ１０の第２の制御結果を従来例と比
較して示す図であり、図８（ａ）は従来例を、図８（ｂ）は実施例（本発明例）をそれぞ
れ示している。ここでは、被駆動体１１の位置を振動体１５に対して４μｍで往復移動さ
せるウォブリング動作の位置フィードバック制御を、ウォブリング信号（指令値）に追従
するように行っている。なお、従来例は、制御量補正部１０５を有さない制御装置による
制御結果である。
【００５１】
　図８（ａ）に示すように、従来例では、被駆動体１１の位置は、指令値に追従すること
ができていないことがわかる。また、従来例では、単純にフィードバック制御ゲインを上
げるだけでは、発振してしまって指令値に追従することはできず、同様に、単純に圧電素
子１４に印加する交流電圧の電圧値を上げただけでも、指令値に追従することはできない
。これに対して、実施例では、図８（ｂ）に示すように、指令値に対する追従性が大幅に
向上していることがわかる。
【００５２】
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　図８（ｃ）は、振動型アクチュエータ１０を駆動するための操作パラメータである位相
差を時間に対してプロットした図である。駆動装置１５０では、制御量補正部１０５によ
って、位相差の小さい領域で操作量が補正されることにより、動き出しのタイミングに応
じて操作量の変化が急峻となっているのがわかる。このように、駆動装置１５０による振
動型アクチュエータ１０の駆動制御では、従来と比較して、微小距離のウォブリング動作
に対する応答性も大幅に改善することができることがわかる。
【００５３】
　図９（ａ）は、制御量補正部１０５で用いられる補正係数の一例であって、位相差の制
御量θに応じて補正係数の最大値を変化させる例を示している。補正係数と位相差の制御
量θとの関係には、ルックアップテーブル又は数式を用いてもよい。
【００５４】
　補正係数は、フィードバック制御ゲインに相当するものと考えてよい。また、位相差の
制御量θが±９０度において、補正係数は“１”であり、本実施形態では“１”を標準的
なフィードバック制御ゲインであると規定する。補正係数の最大値が大きくなるにしたが
って、微小駆動を行う際の応答性は改善される。但し、補正係数の最大値は、制御的な発
振が生じない値に制限される。
【００５５】
　図９（ｂ）は、制御量補正部１０５で用いられる補正係数の一例であって、補正係数の
最大値を一定値とし、位相差の制御量θに基づく補正係数の曲率を変えた例を示している
。補正係数と位相差の制御量θとの関係には、ルックアップテーブル又は数式を用いても
よい。
【００５６】
　実線で示すパターンに対して、破線で示すパターン及び一点鎖線で示すパターンでは、
位相差の制御量θが小さいときに補正係数を大きくする（補正係数を大きくする位相差の
制御量θの範囲を狭める）。振動体１５の構成を変えると、送り振動の突き上げ振動に対
するアドミッタンス比が変化するため、突き上げ振動と送り振動の振幅比と位相差の制御
量θとの関係も変化する。そこで、例えば、送り振動のピークが小さい振動体１５の場合
には、より小さい位相差の制御量θで応答性が低下するため、一点鎖線で示すパターンの
ような補正係数Ｃｃを用いることが望ましい。
【００５７】
　図９（ｃ）は、制御量補正部１０５で用いられる補正係数の一例であって、位相差の制
御量θを複数の領域に区切り、各領域で補正係数を線形に変化させる場合の例を示してい
る。図９（ｃ）の例は、図９（ｂ）に示した例の変形例に相当する。位相差の制御量θの
所定の領域に対して補正係数を線形に変化させることによって、補正係数と位相差の制御
量θとの関係にルックアップテーブルや数式を用いた場合に、ルックアップテーブルのメ
モリの削減や数式演算の簡略化が可能となる。
【００５８】
　以上の説明の通り、本実施形態に係る駆動装置１５０は、振動型アクチュエータ１０の
駆動に用いる振動振幅と振動形状、操作パラメータの操作量の非線形性を考慮して、位相
差の制御量θの絶対値が小さい位相差制御領域における位相差の操作量を補正する。これ
により、振動型アクチュエータ１０を微小駆動させる際の応答性を高めることが可能とな
る。
【００５９】
　＜第２実施形態＞
　第２実施形態に係る駆動装置は、振動体１５に励起する送り振動の突き上げ振動に対す
る振幅比を規定する位相差の制御量θに基づいて、送り振動と突き上げ振動の振動振幅を
規定する操作パラメータの制御量を補正する。なお、振動振幅を規定する操作パラメータ
とは、交流信号の電圧又は周波数である。
【００６０】
　図１０は、本発明の第２実施形態に係る駆動装置２５０の概略構成を示すブロック図で
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ある。なお、駆動装置２５０の構成要素のうち、第１実施形態で説明した駆動装置１５０
の構成要素と同じものについては、同じ符号を付して説明を省略する。
【００６１】
　駆動装置２５０は、振動型アクチュエータ１０、制御装置２２０及び位置検出部１４０
を有する。制御装置２２０は、制御部２００及び駆動部１１０を有する。制御部２００は
、指令値生成部１０１、制御量演算部１０２、減算器１０８、位相差－周波数制御部２３
０及び電圧制御部２１０を有する。
【００６２】
　位相差－周波数制御部２３０は、制御量補正部１０５を有さない点と、位相差変換部１
０３から出力される位相差の制御量θが電圧制御部２１０へ供給される点で、図２に示し
た位相差－周波数制御部１３０と異なる。また、制御部２００は、電圧調整部１０７に代
えて電圧制御部２１０を有する点で、図２に示した制御部１００と異なる。
【００６３】
　電圧制御部２１０は、基準電圧設定部２１１及び電圧補正部２１２を有し、駆動部１１
０で生成される交流信号の電圧を調整するためのパルス幅情報を出力する。ここで、パル
ス幅とは、駆動部１１０に入力される矩形パルス信号のデューティ比を指し、パルス幅を
広くすると、駆動部１１０で生成される交流信号の電圧は大きくなる。
【００６４】
　基準電圧設定部２１１では、基準となるパルス幅が、電圧基準値Ｖｒｅｆとして０～５
０％の範囲で設定される。電圧補正部２１２は、位相差の制御量θに基づいて電圧基準値
Ｖｒｅｆを補正し、パルス幅の補正量Ｃｖを駆動部１１０へ出力する。パルス幅の補正量
Ｃｖは、アドミッタンス比ｋを用いて、下記［式６］によって計算することができる。こ
れにより、駆動部１１０の交流信号生成部１１１において、パルス幅の補正量Ｃｖに応じ
て交流信号の電圧が補正される。
【００６５】
【数３】

【００６６】
　制御装置２２０は、送り振動の突き上げ振動に対する振幅比に基づいて交流信号の電圧
を補正することによって、送り振動と突き上げ振動の振動振幅を操作する。このとき、電
圧を大きくすると振動振幅が大きくなって応答性が向上することを利用し、送り振動の突
き上げ振動に対する振幅比が小さいときの応答性の低下を電圧の補正によって改善する。
【００６７】
　図１１は、駆動装置２５０での振動型アクチュエータ１０の制御の条件と結果を示す図
である。ここでは、被駆動体１１の位置を振動体１５に対して４μｍで往復移動させるウ
ォブリング動作の位置フィードバック制御を、ウォブリング信号（指令値）に追従するよ
うに行っている。
【００６８】
　図１１（ａ）は、電圧補正部２１２で用いたパルス幅の補正量Ｃｖを示す図である。パ
ルス幅の補正量Ｃｖは、電圧基準値Ｖｒｅｆを１０％、アドミッタンス比ｋを０．５とし
て上記［式６］により計算した値を、複数の領域に区切った位相差の制御量θの領域毎に
線形に変化させるように調整したものである。なお、図１１（ｃ）に示す結果が得られた
際の実際の振動型アクチュエータ１０の制御では、図１１（ａ）のパルス幅の補正量Ｃｖ
に対応するルックアップテーブルを用いている。本実施形態では、位相差の制御量θが小
さい領域で、パルス幅の補正量Ｃｖが大きくなるように、交流信号の電圧を補正する。
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【００６９】
　図１１（ｂ）は、電圧制御部２１０からの出力を説明する図である。電圧制御部２１０
は、制御量１４３の絶対値が小さい領域を位相差制御領域とし、位相差制御領域内では、
位相差を変化させると共に、位相差に応じてパルス幅の補正量Ｃｖを上記［式６］に従う
ように制御する。パルス幅の補正量Ｃｖが大きくなると、交流信号の電圧値は大きくなる
。一方、電圧制御部２１０は、制御量１４３の絶対値が大きい領域を周波数制御領域とす
る。周波数制御領域では、図１１（ｂ）に示すように、パルス幅を電圧基準値Ｖｒｅｆに
固定し、周波数を変化させてもよいし、不図示であるが、周波数を固定してパルス幅を変
化させてもよい。
【００７０】
　図１１（ｃ）は、ウォブリング動作に対する制御結果を示す図である。制御装置２２０
を有する駆動装置２５０では、指令値に追従した動作が可能となっていることがわかる。
図１１（ｄ）は、ウォブリング動作中の位相差とパルス幅の補正量Ｃｖをプロットした図
である。電圧補正部２１２により、位相差の小さい領域でパルス幅が大きくなるように補
正されていることがわかる。このように、第２実施形態に係る駆動装置２５０を用いるこ
とによって、振動型アクチュエータ１０の微小駆動における応答性を大幅に改善すること
ができる。
【００７１】
　＜第３実施形態＞
　第３実施形態に係る駆動装置では、送り振動の突き上げ振動に対する振幅比に基づいて
交流信号の周波数を補正することにより、振動型アクチュエータ１０を微小駆動する際の
応答性を向上させる。
【００７２】
　図１２は、本発明の第３実施形態に係る駆動装置３５０の概略構成を示すブロック図で
ある。なお、駆動装置３５０の構成要素のうち、図２を参照して説明した駆動装置１５０
の構成要素と同じものについては、同じ符号を付して説明を省略する。
【００７３】
　駆動装置３５０は、振動型アクチュエータ１０、制御装置３２０及び位置検出部１４０
を有する。制御装置３２０は、制御部３００及び駆動部１１０を有する。制御部３００は
、指令値生成部１０１、制御量演算部１０２、減算器１０８、位相差－周波数制御部３３
０及び電圧調整部１０７を有する。位相差－周波数制御部３３０は、制御量補正部１０５
を有さず、周波数補正部３１０を有し、位相差変換部１０３から周波数補正部３１０と位
相差－周波数判定部１０６に位相差の制御量θが供給される点で、図２に示した位相差－
周波数制御部１３０と異なる。
【００７４】
　周波数補正部３１０は、位相差の制御量θに基づいて、周波数変換部１０４から出力さ
れる周波数の制御量Ｆを補正する補正量Ｃｆを決定し、位相差－周波数判定部１０６に出
力する。これにより、送り振動の突き上げ振動に対する振幅比に基づいて、交流信号生成
部１１１で生成される交流信号の周波数が補正され、送り振動と突き上げ振動の振動振幅
が操作される。このとき、周波数の操作量を大きくすると振動振幅が大きくなって応答性
が向上することを利用し、送り振動の突き上げ振動に対する振幅比が小さいときの応答性
の低下を、交流信号の周波数の補正によって改善する。なお、周波数の操作量とは、起動
周波数等の基準となる高周波数域側から振動体１５の共振周波数がある低周波数域側に向
かってスイープする変化量を指す。
【００７５】
　図１３（ａ）は、周波数補正部３１０で用いる周波数の補正量Ｃｆを説明する図である
。周波数の補正量Ｃｆは、位相差の制御量θが小さい領域で大きくなるように設定され、
アドミッタンス比ｋを用いて、下記［式７］によって計算することができる。周波数の制
御量Ｆは、固定値として与えてもよいし、偏差のＰＩＤ演算による可変制御量であっても
よい。補正量Ｃｆは、例えば、周波数の制御量Ｆを２００Ｈｚ、アドミッタンス比ｋを０
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．５として計算することができる。
【００７６】
【数４】

【００７７】
　図１３（ｂ）は、周波数補正部３１０からの出力を説明する図である。図１３（ｂ）に
示す周波数は、駆動部１１０に出力される設定値を示しており、基準となる周波数から補
正量Ｃｆが減算されたものである。
【００７８】
　周波数補正部３１０は、制御量１４３の絶対値の小さい領域を位相差制御領域とし、位
相差制御領域内では位相差に応じて補正量Ｃｆを上記［式７］に従うように制御する。制
御量１４３の絶対値が小さくなるにしたがって補正量Ｃｆが大きくなることにより、周波
数が共振周波数に近付いて、振動振幅は大きくなる。周波数補正部３１０は、制御量１４
３の絶対値が大きい領域を周波数制御領域とする。周波数制御領域では、図１３（ｂ）に
示すように、周波数を変化させてもよいし、不図示であるが、周波数を固定してパルス幅
を変化させてもよい。
【００７９】
　第３実施形態に係る駆動装置３５０を用いることによって、第１実施形態と同様に、振
動型アクチュエータ１０の微小駆動における応答性を大幅に改善することができる。
【００８０】
　＜第４実施形態＞
　第４実施形態では、図１に示した分極領域と異なる分極領域を有する圧電素子を備えた
振動型アクチュエータとその駆動方法について説明する。
【００８１】
　図１４（ａ）は、振動型アクチュエータに用いられる圧電素子１７に形成された電極パ
ターンと分極領域を説明する図である。圧電素子１７は、電極Ａ１，Ａ２を有し、電極Ａ
１は、＋（プラス）に分極処理された圧電領域（＋Ａ１）と、－（マイナス）に分極処理
された圧電領域（－Ａ１）を有する。電極Ａ２に交流電圧Ｖ２を印加すると、図１（ｃ）
に示した１次の屈曲振動（第１の振動モード（突き上げ振動））が生じる。また、電極Ａ
１に交流電圧Ｖ１を印加すると、図１（ｄ）に示した２次の屈曲振動（第２の振動モード
（送り振動））が生じる。
【００８２】
　交流電圧Ｖ１，Ｖ２の周波数と同一とし、且つ、位相を９０度ずらすことにより、突起
部１２に楕円運動を発生させて、被駆動体１１と振動体１５とを直線的に相対移動させる
ことができる。その際、電極Ａ２に印加する交流電圧Ｖ２の電圧値を調整することにより
、突き上げ振動の振幅の大きさを調整することができ、電極Ａ１に印加する交流電圧Ｖ１
の電圧値を調整することにより、送り振動の振幅の大きさを調整することができる。
【００８３】
　したがって、交流電圧Ｖ１，Ｖ２の電圧比を可変とすることにより、突き上げ振動と送
り振動の振幅比を変えて、被駆動体１１の駆動速度を制御することができる。なお、デジ
タル回路又はロジック回路を用いて、電極Ａ１，Ａ２に印加する交流電圧Ｖ１，Ｖ２のパ
ルス幅を調整することによって、突き上げ振動と送り振動の各振幅の大きさを調整するこ
ともできる。
【００８４】
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　図１４（ｂ）は、圧電素子１７に印加する交流電圧Ｖ１，Ｖ２の波形を示す図である。
電極Ａ１に、パルス幅を可変とする交流電圧Ｖ１を入力することにより、突き上げ振動と
送り振動の振幅比を調整することができる。例えば、振幅比上限のパルス幅を５０％とし
て、交流電圧Ｖ１のパルス幅を０～５０％の範囲で可変とすることにより、交流電圧Ｖ１
，Ｖ２の電圧比を変えることができる。被駆動体１１の駆動速度は、交流電圧Ｖ２に対す
る交流電圧Ｖ１の電圧比が、小さくなるにしたがって低速となり、大きくなるにしたがっ
て高速になる。このとき、交流電圧Ｖ２の駆動方向決定値は、＋９０度又は－９０度に設
定され、駆動方向決定値を切り替えることにより、被駆動体１１の駆動方向を切り替える
ことができる。
【００８５】
　圧電素子１７を備える振動型アクチュエータに対して、送り振動の突き上げ振動に対す
る振幅比が小さいときに、振幅比又は振動振幅を規定する操作パラメータの制御量を大き
くする補正を行うことにより、微小駆動に対する応答時間を改善することができる。ここ
で、振幅比を規定する操作パラメータは、交流電圧Ｖ１，Ｖ２の電圧比（第１の操作パラ
メータ）であり、振動振幅を規定する操作パラメータは、交流信号の電圧又は周波数（第
２の操作パラメータ）である。
【００８６】
　交流電圧Ｖ１，Ｖ２の電圧比の制御量を補正する場合、送り振動の突き上げ振動に対す
る振幅比を規定する電圧比の制御量Ｖｒが小さくなるにしたがって、操作量が大きくなる
ように補正を行う。電圧比の補正量Ｃｖｒは、電圧比の制御量Ｖｒが小さい領域で制御量
が大きくなるように、アドミッタンス比ｋを用いて、下記［式８］で示される補正係数を
電圧比の制御量Ｖｒに乗算する下記［式９］により計算される。
【００８７】
　また、交流信号の周波数の制御量を補正する場合、周波数の補正量Ｃｆは、電圧比の制
御量Ｖｒが小さい領域で制御量が大きくなるように、アドミッタンス比ｋを用いて、周波
数の制御量Ｆに下記［式８］の補正係数を乗算する下記［式１０］によって計算される。
なお、振交流信号の電圧を補正する場合も、同様の補正を行えばよい。
【００８８】
　このように、圧電素子の構成が変わっても、送り振動の突き上げ振動に対する振幅比に
基づいて、交流信号の電圧比、周波数又は電圧を補正することによって、送り振動の突き
上げ振動に対する振幅比が小さいときの応答性を改善することができる。
【００８９】
【数５】

【００９０】
　＜第５実施形態＞
　第５実施形態では、上述した駆動装置１５０，２５０，３５０を、一眼レフカメラ等の
撮像装置におけるオートフォーカス機構（以下「ＡＦ機構」という）に適用した例につい
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て説明する。ＡＦ機構には、フォーカスレンズを光軸方向に、高速度で、且つ、高精度に
位置決めする制御が必要であり、そのために、例えば、位置センサを用いた位置フィード
バック制御が行われる。
【００９１】
　ＡＦ機構では、フォーカスレンズは一般的に、停止状態から所定の速度へ加速され、一
定速度で駆動された後に、目標位置に近付くにつれて減速され、目標位置で停止するよう
に制御される。このとき、フォーカスレンズが目標位置へ近付くまでの時間は、できる限
り短い方が望ましい。ここで、振動型アクチュエータ１０を用いたＡＦ機構では、圧電素
子１４に印加する交流電圧の周波数や位相差、パルス幅等を調整することによって、フォ
ーカスレンズの駆動速度に対応する、被駆動体１１の駆動速度を制御することができる。
そこで、例えば、駆動周波数を圧電素子１４の共振周波数に近付けて、振動体１５に発生
させる振動の振幅を大きくすることにより、フォーカスレンズを高速駆動することができ
る。
【００９２】
　一方、フォーカスレンズに対しては、光学ズームやコンピュータズームを行う際に、微
小距離を素早く動作させる制御が行われる。また、撮像装置では、フォーカスレンズを微
小な距離で往復駆動するウォブリング動作による焦点検出も行われる。フォーカスレンズ
のこのような微小駆動では、動き出しの遅れによる整定時間の長時間化や追従性の悪化が
問題となり、この問題は、重いレンズや敏感度の高いレンズでより顕著となる。
【００９３】
　このような問題に対して、上述した駆動装置１５０，２５０，３５０は極めて有用であ
る。即ち、駆動装置１５０，２５０，３５０では、振動型アクチュエータ１０の微小駆動
における応答性を向上させることができる。したがって、撮像装置のＡＦ機構に駆動装置
１５０，２５０，３５０を用いることにより、フォーカスレンズの微小駆動を高精度に制
御することができる。
【００９４】
　図１５は、振動型アクチュエータ１０を応用したレンズ駆動機構７００の概略構成を示
す斜視図である。レンズ駆動機構７００は、振動体７０１、レンズ保持部材７０２、第１
のガイドバー７０３、第２のガイドバー７０４、加圧磁石７０５及びレンズ７０６を備え
る。振動体７０１は、図１で説明した振動体１５に対応し、第２のガイドバー７０４は、
図１で説明した被駆動体１１に対応する。
【００９５】
　第１のガイドバー７０３及び第２のガイドバー７０４は、互いに平行となるように、不
図示の基体に保持されている。レンズ保持部材７０２は、レンズ７０６を保持する円筒状
のホルダ部７０２ａ、振動体７０１と加圧磁石７０５を保持する保持部７０２ｂ、第１の
ガイドバー７０３が挿通されるガイド部７０２ｃを有する。第１のガイドバー７０３に対
してガイド部７０２ｃが移動自在に挿通されることにより第１のガイド部が形成される。
【００９６】
　永久磁石である加圧磁石７０５と第２のガイドバー７０４との間には磁気回路が形成さ
れ、これら部材間に吸引力が発生することにより、加圧磁石７０５と第２のガイドバー７
０４との間に配置された振動体７０１が、第２のガイドバー７０４へ押し当てられる。こ
れにより、振動体が有する２つの突起部（図１の振動体１５の突起部１２に対応する）が
第２のガイドバー７０４と加圧接触して、第２のガイド部が形成される。
【００９７】
　なお、第２のガイド部は、磁気による吸引力を利用してガイド機構を形成しているため
、外力を受ける等した場合に振動体７０１と第２のガイドバー７０４とが引き離される状
態が生じることが予想される。その対策として、レンズ駆動機構７００では、レンズ保持
部材７０２に設けられた脱落防止部７０２ｄが第２のガイドバー７０４に当接することで
、レンズ保持部材７０２（振動体７０１）が所定位置に戻るように構成されている。
【００９８】
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　振動体７０１に所定の交流電圧を供給することにより、図１を参照した説明の通り、振
動体７０１と第２のガイドバー７０４との間に摩擦駆動力が発生し、この摩擦駆動力によ
りレンズ保持部材７０２が駆動される。なお、ここでは、振動体７０１がレンズ保持部材
７０２と共に光軸方向に移動するレンズ駆動機構７００を取り上げたが、レンズ駆動機構
は、固定された振動体に対してレンズを保持した保持部材が被駆動体として光軸方向に移
動する構成であってもよい。
【００９９】
　＜第６実施形態＞
　第６実施形態では、上述した駆動装置１５０，２５０，３５０を、一眼レフカメラ等の
撮像装置における像ぶれ補正機構に適用した例について説明する。図１６（ａ）は、撮像
装置８００の外観を示す平面図（上面図）である。図１６（ｂ）は、撮像装置８００の内
部の概略構造を示す図である。
【０１００】
　撮像装置８００は、大略的に、本体８１０と、本体８１０に対して着脱自在なレンズ鏡
筒８２０とで構成されている。本体８１０は、レンズ鏡筒８２０を通過した光が結像した
光学像を画像信号に変換するＣＣＤセンサやＣＭＯＳセンサ等の撮像素子８３０と、撮像
装置８００の全体的な動作を制御するカメラ制御マイコン８４０を備える。また、本体８
１０には、カメラ制御マイコン８４０の制御下で動作する制御装置１２０が設けられてい
る。
【０１０１】
　レンズ鏡筒８２０には、フォーカスレンズやズームレンズ等の複数のレンズＬが所定位
置に配置されている。また、レンズ鏡筒８２０には、像ぶれ補正装置８５０が内蔵されて
おり、像ぶれ補正装置８５０は、円板部材８５１、円板部材８５１に設けられた被駆動体
１１を有し、円板部材８５１の中央に形成されている穴部に、像ぶれ補正レンズ８５２が
配置されている。像ぶれ補正装置８５０は、レンズ鏡筒８２０の光軸と直交する面内で像
ぶれ補正レンズ８５２を移動させることができるように配置される。
【０１０２】
　制御装置１２０により振動体１５を駆動することで、レンズ鏡筒８２０に固定されてい
る振動体１５に対し、被駆動体１１と円板部材８５１が光軸と直交する平面内で相対移動
し、補正レンズ８５２が駆動される。なお、ここでは、補正レンズ８５２を駆動する像ぶ
れ補正装置について説明したが、像ぶれ補正装置は、これに限らず、撮像素子８３０を結
像面と平行な方向に駆動するものであってもよい。また、円板部材８５１に振動体１５を
固定し、被駆動体１１をレンズ鏡筒８２０に固定することにより、振動体１５と円板部材
８５１が光軸と直交する平面内で相対移動し、補正レンズ８５２が駆動される構成として
もよい。
【０１０３】
　＜第７実施形態＞
　第７実施形態では、駆動装置１５０を備える装置の一例としてのＸ－Ｙステージを有す
る顕微鏡の構成について説明する。図１７は、駆動装置１５０を備える顕微鏡９００の外
観斜視図である。顕微鏡９００は、撮像素子と光学系を内蔵する撮像部９３０と、基台上
に設けられ、振動型アクチュエータによりＸ－Ｙ面内で移動されるステージ９２０を有す
るステージ装置の一例である自動ステージ９１０とを有する。
【０１０４】
　駆動装置１５０を構成する制御装置１２０は、ここでは基台に配置されているが、これ
に限定されるものではない。振動型アクチュエータ１０として、振動体１５が基材に保持
されたものが、少なくとも２つ用いられる。少なくとも１つの振動型アクチュエータは、
ステージ９２０のＸ方向駆動に用いられ、振動体１５のＸ方向がステージ９２０のＸ方向
と一致するように配置される。少なくとも１つの別の振動型アクチュエータは、ステージ
９２０のＹ方向駆動に用いられ、振動体１５のＸ方向がステージ９２０のＹ方向と一致す
るように配置される。



(19) JP 6579893 B2 2019.9.25

10

20

30

40

【０１０５】
　例えば、被観察物をステージ９２０の上面に置いて、拡大画像を撮像部９３０で撮影す
る。観察範囲が広範囲にある場合には、自動ステージ９１０を駆動してステージ９２０を
面内でＸ方向やＹ方向に移動させて被観察物を移動させることにより、多数の撮影画像を
取得する。撮影された画像を不図示のコンピュータで画像処理により結合させることで、
観察範囲が広範囲で、高精細な１枚の画像を取得することができる。
【０１０６】
　＜その他の実施形態＞
　以上、本発明をその好適な実施形態に基づいて詳述してきたが、本発明はこれら特定の
実施形態に限られるものではなく、この発明の要旨を逸脱しない範囲の様々な形態も本発
明に含まれる。更に、上述した各実施形態は本発明の一実施形態を示すものにすぎず、各
実施形態を適宜組み合わせることも可能である。
【０１０７】
　例えば、上記実施形態では、振動型アクチュエータ１０は、振動体１５が不図示の固定
手段に固定され、被駆動体１１が振動体１５に対して移動する構成とした。しかし、これ
に限らず、被駆動体１１が不図示の固定手段に固定され、振動体１５が被駆動体１１に対
して移動する構成であってもよい。また、例えば、上記実施形態では、制御装置１２０を
振動型アクチュエータ１０を構成する圧電素子１４を２相に分けて駆動する構成とした。
しかし、本発明は、このような２相駆動に限定されるものではなく、２相以上の交流電圧
により駆動される振動型アクチュエータにも適用できる。また、駆動装置１５０では、電
圧調整部１０７が、制御量補正部１０５を備える構成としてもよい。
【符号の説明】
【０１０８】
　１０　　振動型アクチュエータ
　１１　　被駆動体
　１４，１７　　圧電素子
　１５　　振動体
　１０１　　指令値生成部
　１０２　　制御量演算部
　１０３　　位相差変換部
　１０４　　周波数変換部
　１０５　　制御量補正部
　１０６　　位相差－周波数判定部
　１０７　　電圧調整部
　１１０　　駆動部
　１００，２００，３００　　制御部
　１２０，２２０，３２０　　制御装置
　１３０　　位相差－周波数制御部
　１４０　　位置検出部
　１５０，２５０，３５０　　駆動装置
　２１０　　電圧制御部
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